
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【報告事項】 

  新たな地域医療構想に関するガイドラインについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 



                              令和８年８月 10日 

                              鹿屋保健所作成   

 

１ 2040年に向けた地域医療構想について【概要】 
 
  地域医療構想は、都道府県が、中長期的な人口構造や地域の医療ニーズの質・量の変化

を見据え、良質かつ適切な医療を効率的に提供できる体制を確保するため、医療機関の自

主的な報告等を踏まえ、地域の関係者との協議を行い策定するもの。 

  病床機能区分ごとの将来の必要病床数を推計するとともに、医療機関からの報告等に基

づき、地域において医療機関機能の確保等に係る協議を行い、地域医療介護総合確保基金

を活用しながら実現を目指す。 

  なお、地域医療構想は、病床の削減や医療機関の統廃合ありきではなく、地域での自主

的な協議を踏まえて取り組むものである。 

 

（1） 目指す方向性  

  85 歳以上の高齢者の増加や人口減少が更に進む 2040 年とその先を見据え、全ての地

域・全ての世代の患者が、適切に医療・介護を受けながら生活し、必要に応じて入院して、

日常生活に戻ることができ、同時に、医療従事者も持続可能な働き方を確保できる医療提

供体制の構築に向け、住民を含め地域の関係者の理解を得ながら取組を進める。 

 

（2） 具体的な取組  

①  医療提供体制構築のための議論の単位や、必要病床数の運用が可能となる単位と

して、人口 20 万人以上を基本としつつ、地域の実情を踏まえ、構想区域を設定す

る。 

②   医療機関機能報告等に基づき、都道府県及び各構想区域に設置する地域医療構想

調整会議において、地域ごとの医療機関機能（急性期拠点機能、高齢者救急・地域

急性期機能、在宅医療等連携機能、専門等機能）の確保や医療機関機能を踏まえた

医療機関間の役割分担等について、地域の関係者による協議を実施する。 

③  各構想区域における、病床機能（高度急性期・急性期・包括期・慢性期）ごとの

2040年の必要病床数について、地域医療構想の取組による効果等を踏まえた推計を

実施する。 

④  都道府県は地域医療介護総合確保基金を活用し、病床機能の分化・連携に加え、

医療機関の連携・再編・集約化に向けた取組を支援。さらに、自主的な取組だけで

は進まない場合、医療法に定められている権限の行使を含めた役割を適切に発揮す

ることで、地域医療構想の実現を図る。 

 

２ 地域医療構想策定ガイドライン  
    

参考資料１のとおりガイドラインが策定されている。 

 


